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(1)気候変動の影響 

地球温暖化は、人類の生存基盤に関わる安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つと

されています。既に世界的にも平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇などが観測されています。 

2021（令和 3）年 8 月には、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が「第 6 次評価報告書・第 1 作業部

会報告書」を公表しました。この報告書では、人間の影響が大気・海洋・陸域を

温暖化させてきたことには疑う余地がないこと、大気・海洋・生物圏の広範囲か

つ急速な変化が現れていることなどが示されました。 

今後、地球温暖化の進行に伴い、猛暑や豪雨など異常気象のリスクはさらに高

まることが予測されています。 

 

(2)国際的な動向 

2015（平成 27）年 11 月から 12 月にかけて、フランス・パリで開催された COP21 にて「パリ協定」が採択

されました。パリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より

十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」や「今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出

と吸収の均衡」を掲げました。 

また、2018（平成 30）年に公表された IPCC の「1.5℃特別報告書」によると、世界全体の平均気温の上昇

を 1.5℃の水準に抑えるためには、二酸化炭素排出量を 2050 年頃に正味ゼロとすることが必要とされていま

す。これを受け、世界各国で 2050 年までのカーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。 

 

(3)国内の動向 

2020（令和 2）年 10 月、日本は 2050 年までに温

室効果ガス排出量を実質ゼロ（2050 年カーボン

ニュートラル）とする「脱炭素社会の実現」を目指

すことを宣言しました。また、「地球温暖化対策の推

進に関する法律の一部を改正する法律」が 2022（令

和 4）年 4 月から施行され、2050（令和 32）年まで

の脱炭素社会の実現が基本理念として法律に位置づ

けられました。さらに、同法では市町村においても

「地方公共団体実行計画（区域施策編）」を策定する

よう努めるものとされています。 

2021（令和 3）年 10 月には、「地球温暖化対策計画」が 5 年ぶりに改定されました。この計画の中では、

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進していくこと、2030（令和 12）年度

までに温室効果ガスを 2013（平成 25）年度比 46％削減する（さらに、50％の高みに向け挑戦を続けていく）

という新たな削減目標も示され、2030（令和 12）年度目標の裏付けとなる対策・施策を記載した目標実現へ

の道筋を描いています。 

第１節 計画策定の背景 
 

2050 年カーボンニュートラル 

【資料：脱炭素ポータル（環境省）】 

】 

 

第５章 
伊東市地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 



第５章 伊東市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

 
 

55 

(4)将来予測 

IPCC の「第 6 次評価報告書・第 1 作業部会報告書」では、将来の地球温暖化の見通しとして 5 つのシナリ

オに沿って評価されました。 

気温上昇を 1.5℃以下に抑えるシナリオ（SSP1-1.9）は、IPCC の「1.5℃温

暖化特別報告書」とほぼ同じシナリオであり、21 世紀半ばに二酸化炭素排出

を実質ゼロにする必要があります。また、現状の対策レベルに近い、中道的

な発展の下で気候政策を導入するシナリオ（SSP2-4.5）では、21 世紀半ばに

2℃を超えてしまいます。さらに、化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導

入しないシナリオ（SSP5-8.5）では、今世紀末までに約 5℃も気温が上昇す

ると予測されています。 

 

第 6 次評価報告書・第 1 作業部会報告書における 5 つのシナリオ 

シナリオ シナリオの概要 

SSP1-1.9 持続可能な発展の下で、気温上昇を1.5℃以下に抑えるシナリオ 

➔ 21世紀末までの気温上昇（工業化前基準）を1.5℃以下に抑える政策を導入。 

➔ 21世紀半ばに二酸化炭素排出実質ゼロの見込み。 

SSP1-2.6 持続可能な発展の下で、気温上昇を2℃未満に抑えるシナリオ 

➔ 21世紀末までの気温上昇（工業化前基準）を2℃未満に抑える政策を導入。 

➔ 21世紀後半に二酸化炭素排出正味ゼロの見込み。 

SSP2-4.5 中道的な発展の下で、気候政策を導入するシナリオ 

➔ 2030年までの各国の自国決定貢献（NDC）を集計した排出量の上限に位置する。 

➔ 21世紀末までの気温上昇（工業化前基準）は約2.7℃。 

SSP3-7.0 地域対立的な発展の下で気候政策を導入しないシナリオ 

SSP5-8.5 化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導入しないシナリオ 

【資料：IPCC第 6 次評価報告書・第 1 作業部会報告書（IPCC、2021年をもとに作成】 

 

 

 

 

 

注）グラフ中の陰影は不確実性の範囲を示す。 

1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化予測 
【資料：IPCC第 6 次評価報告書・第 1 作業部会報告書（IPCC、2021年）】 
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(1)計画の目的・位置づけ 

 「伊東市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」（以下、「本実行計画」という。）は、「地球温暖化対策の

推進に関する法律」第 19 条第 2 項に基づき、本市の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等

を行うための施策を掲げた地方公共団体実行計画（区域施策編）として位置づけます。 

本市から排出される温室効果ガスの排出抑制に向け、市・市民･事業者・滞在者などの各主体による取り組

みを総合的かつ計画的に推進していくことを目的とします。 

 

(2)計画の期間と基準・現状・目標年度 

本実行計画は、2023（令和 5）年度を初年度とし、2032（令和 14）年度までの 10 年間とします。 

なお、社会情勢や環境分野の変化に対応するため、5 年後の 2027（令和 9）年度に見直しを行います。 

国の「地球温暖化対策計画」に基づき、基準年度は 2013（平成 25）年度、中期目標は 2030（令和 12）年

度、長期目標は 2050（令和 32）年度とします。また、現状年度は 2019（令和元）年度とします。 

 

計画期間・基準・現状・目標年度 

2023 

（R5） 

2024 

（R6） 

2025

（R7） 

2026

（R8） 

2027

（R9） 

2028

（R10） 

2029

（R11） 

2030

（R12） 

2031

（R13） 

2032

（R14） 

計画 

期間 

開始 

   中間 

見直し 

 

 

    計画 

期間 

終了 

 

 

(3)計画で対象とする温室効果ガス 

 本実行計画で対象とする温室効果ガスは、温室効果ガスの大部分を占める二

酸化炭素（CO2）とします。 

対象とする排出部門は、エネルギー起源 CO2（産業部門、業務その他部門、家

庭部門、運輸部門）、エネルギー起源 CO2 以外（廃棄物部門）とします。 

 なお、二酸化炭素排出量のデータは、環境省で毎年公表される「部門別 CO2

排出量データ」を活用します。 

 

対象とする排出部門 

部門 内容 

エネルギー起源 CO2 産業 第一次産業、第二次産業から発生する温室効果ガス排出量 

業務その他 第三次産業から発生する温室効果ガス排出量 

家庭 家庭から発生する温室効果ガス排出量 

運輸 輸送・運搬から発生する温室効果ガス排出量 

エネルギー起源 CO2以外 廃棄物部門 廃棄物の処理に伴い発生する温室効果ガス排出量 

 

第２節 計画の概要 
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(1)本市の温室効果ガス排出量 

本市の 2019（令和元）年度における二酸化炭素排

出量は327.4千t-CO2です。運輸部門（110.5千t-CO2、

33.8％）が最も多く、次いで業務その他部門（96.4

千 t-CO2、29.5％）、家庭部門（94.4 千 t-CO2、28.8％）、

廃棄物部門（13.2 千 t-CO2、4.0％）、産業部門（12.8

千 t-CO2、3.9％）の順となっています。 

二酸化炭素排出量は年々減少傾向にあり、2019（令

和元）年度は 2013（平成 25）年度比で 25.5％減少し

ています。業務その他部門（-34.6％）、産業部門

（-33.2％）、家庭部門（-30.5％）、運輸部門（-12.5％）

が減少し、廃棄物部門（+23.7％）が増加しています。 

本市の 2019（令和元）年度における１人当たり二酸化炭素排出量は 4.8t-CO2/人で、国 8.8t-CO2/人よりも

少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本市の二酸化炭素排出量の推移（単位は千 t-CO2） 

部門／年度 
2013 
(H25) 

2014 
（H26） 

2015 
（H27） 

2016 
（H28） 

2017 
（H29） 

2018 
（H30） 

2019（R1） 

排出量 構成比 
2013 

（H25）比 

産

業

部

門 

製造業 6.6  6.1  5.8  5.8  5.5  4.8  4.5 1.4% -31.4% 

建設業・鉱業 5.0  4.9  4.5  4.4  4.4  4.2  3.8 1.2% -24.7% 

農林水産業 7.5  4.9  5.3  5.5  5.0  4.4  4.5 1.4% -40.5% 

小計 19.2  15.9  15.6  15.7  15.0  13.5  12.8 3.9% -33.2% 

業務その他部門 147.4  129.5  116.9  111.8  107.3  104.7  96.4 29.5% -34.6% 

家庭部門 135.8  125.7  119.5  118.8  113.9  106.6  94.4 28.8% -30.5% 

運

輸

部

門 

自動車 117.9  114.3  113.0  110.6  108.8  106.9  104.1 31.8% -11.7% 

鉄道 5.6  5.4  5.2  5.0  4.8  4.4  4.3 1.3% -24.4% 

船舶 2.8  3.2  3.0  3.1  3.0  3.1  2.2 0.7% -22.5% 

小計 126.3  122.8  121.2  118.7  116.6  114.4  110.5 33.8% -12.5% 

廃棄物部門 10.7  9.9  10.6  10.4  11.9  10.7  13.2  4.0% +23.7% 

合計 439.4  403.9  383.8  375.4  364.7  349.9  327.4  100.0% -25.5% 

2013（H25）比  -8.1% -12.7% -14.6% -17.0% -20.4% -25.5%   
注）四捨五入の関係で合計が 100にならない場合がある。             【資料：環境省・部門別 CO2排出量の現況推計】 

第３節 温室効果ガス排出量・再生可能エネルギーの現状 
 

本市の二酸化炭素排出量の推移 
【資料: 環境省・部門別 CO2排出量の現況推計】 

 

本市の二酸化炭素排出量の割合（2019 年度） 
【資料: 環境省・部門別 CO2排出量の現況推計】 

 

1 人当たり二酸化炭素排出量の推移 
【資料:日本国温室効果ガスインベントリ、 

環境省・部門別 CO2排出量の現況推計】 
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(2)再生可能エネルギー 

■再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

本市の再生可能エネルギー（発電及び熱利用）の導入ポテン

シャルは 9,561.0TJ（テラジュール）/年で、地中熱（32.5％）

が最も多く、次いで地熱（31.0％）、太陽光（19.6％）、風力

（11.9％）、太陽熱（4.7％）、水力（0.3％）となっています。

特に導入ポテンシャルに占める地熱の割合は、県内では１位と

なっています。 

再生可能エネルギー（発電）の導入ポテンシャルの合計は

1,669.5GWh/年、2020（令和 2）年度の導入実績は 30.7GWh/年

であり、導入ポテンシャルの利用率は 1.8％です。なお、2020

（令和 2）年度の本市全域における電力消費量は約 343.4GWh

であることから、再生可能エネルギー（発電）の導入ポテンシャ

ルは電力消費量の約 4.9 倍となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■再生可能エネルギー発電量の導入状況 

本市の 2020（令和 2）年度における再生可能エネルギー（発電）の年間想定発電量は 30.7GWh であり、こ

れは 2020（令和 2）年度の本市全域における電力消費量約 343.4GWh の約 8.9％に相当しますが、全国（14.8％）

及び静岡県（17.1％）よりも低い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再生可能エネルギーの年間発電量の推移 
【資料：環境省・自治体排出量カルテ】 

 

再生可能エネルギーの比較（2020 年度） 
【資料：環境省・自治体排出量カルテ】 

 

導入ポテンシャル（発電）と導入実績量（2020 年度） 
【資料：環境省・自治体再エネ情報カルテより作成】 

 

導入ポテンシャル（発電・熱利用） 
【資料：環境省・自治体再エネ情報カルテより作成】 
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(1)将来推計の方法 

現状のまま、特に対策を講じない場合の温室効果ガス排出量（現状趨勢
すうせい

ケース）について将来推計を行い

ました。 

現状趨勢ケースの温室効果ガス排出量は、部門ごとの温室効果ガス排出量が、それぞれの部門を代表する

「活動量」（製造品出荷額等、世帯数、自動車保有台数など）に比例すると想定して算定します。 

2030（令和12）年度、2050（令和32）年度の活動量については、人口ビジョンの目標値や過去の傾向分析

などに基づく予測値を設定しました。 

 

◇2030年度の温室効果ガス排出量＝（2019年度の温室効果ガス排出量/2019年度の活動量）×2030年度の活動量 

◇2050年度の温室効果ガス排出量＝（2019年度の温室効果ガス排出量/2019年度の活動量）×2050年度の活動量 

 

活動量の推計結果 

部門 活動量の指標 

実績 将来推計 

2013(平成 25)

年度 

2019(令和元)

年度 

2030(令和 12)

年度 

2050(令和 32)

年度 

基準年度 現状年度 現状趨勢 現状趨勢 

産

業 

製造業 製造品出荷額等（千万円） 978,282 892,204 889,110  659,536  

建設業・鉱業 建設業・鉱業従業者数（人） 2,523 2,114 1,936  1,436  

農林水産業 農林水産業従業者数（人） 132 94 86  64  

業務その他 業務その他従業者数（人） 28,730 26,876 24,619  18,262  

家庭 世帯数（世帯） 35,065 35,393 34,489  27,399  

運

輸 

自動車 旅客用自動車保有台数（台） 37,605 38,057 34,861  25,860  

貨物用自動車保有台数（台） 9,818 9,045 8,285  6,146  

鉄道 人口（人） 72,664 68,487 60,041  44,538  

船舶 船舶入港トン数（千 t） 463,067 379,642 497,112  497,112  

廃棄物処理 ごみ処理量（t） 34,557 33,921 31,073  23,049  

 

活動量の将来推計の方法 

部門 実績値の出典 将来推計の方法 

産

業 

製造業 工業統計調査 2013（平成25）～2019（令和元）年度の平均値を基準

として、人口増減率（人口ビジョン）を乗じて設定。 

建設業・鉱業 経済センサス 2019（令和元）年度を基準として、人口増減率（人口

ビジョン）を乗じて設定。 農林水産業 経済センサス 

業務その他 経済センサス 

家庭 国勢調査、静岡県推計人口 国立社会保障・人口問題研究所の静岡県・世帯人員の

増減率から推計。 

運

輸 

自動車(旅客) 自動車保有車両数統計、 

市町村別軽自動車車両数 

2019（令和元）年度を基準として、人口増減率（人口

ビジョン）を乗じて設定。 自動車(貨物) 

鉄道 国勢調査、静岡県推計人口 人口ビジョンの目標を達成するものとして設定。 

船舶 港湾調査 年報 2013（平成25）～2019（令和元）年度の平均値で設定。 

廃棄物処理 一般廃棄物処理実態調査 2019（令和元）年度を基準として、人口増減率（人口

ビジョン）を乗じて設定。 

 

第４節 将来推計 
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(2)将来推計の結果 

温室効果ガスの総排出量は、2030（令和

12）年度が 306.6 千 t-CO2、2050（令和 32）

年度が 233.0 千 t-CO2となる見込みです。 

基準年度の 2013（平成 25）年度と比べた

総排出量の増減は、2030（令和 12）年度が

30.2％減少、2050（令和 32）年度が 47.0％

減少と推計されます。 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢ケース）（単位は千 t-CO2） 

部門 

実績 将来推計（現状趨勢） 

2013 

(平成 25) 

年度 

2019 

(令和元) 

年度 

2030 

(令和 12) 

年度 

基準年度比 

(2013 比) 

2050 

(令和 32) 

年度 

基準年度比

(2013 比) 

エネルギー

起源 CO2 

産業 19.2  12.8  12.1  -36.9% 9.0  -53.2% 

業務その他 147.4  96.4  88.3  -40.1% 65.5  -55.6% 

家庭 135.8  94.4  92.0  -32.2% 73.1  -46.2% 

運輸 126.3  110.5  102.1  -19.2% 76.5  -39.5% 

エネルギー

起源 CO2以外 

廃棄物処理 10.7  13.2  12.1  13.3% 9.0  -15.9% 

合計 439.4  327.4  306.6  -30.2% 233.0 -47.0% 
注）端数処理の関係上、各温室効果ガス排出量の和や比が合計値や基準年度比と合わない場合がある。 

 

(3)削減見込量の推計 

本実行計画の目標年度における施策の削減効果を推計しました。 

なお、2050（令和32）年度は国の計画などにおいても削減見込量が設定されていないことや、長期的な条

件設定が困難なことから、2050（令和32）年度にカーボンニュートラルを実現するための目安として設定し

ています。 

 

根拠一覧 

 根拠 

A 国の「地球温暖化対策計画」の削減見込量を代表指標により按分して伊東市分を設定 

（2050（令和 32）年度は削減見込量が設定されていないことから、2030（令和 12）年度と同じ数値

で設定） 

B 「伊東市役所地球温暖化対策実行計画（第４次エコアクションプラン）」の目標値から設定 

C 「静岡県自動車保有台数」の近年の動向、「次世代自動車戦略 2010」などを基本として設定 

D 「伊東市一般廃棄物処理基本計画」の目標値から設定 

E 森林による吸収は「第 4 次静岡県地球温暖化対策実行計画」の森林吸収量から伊東市分を按分、都

市緑化による吸収は公園緑地面積から設定 

F 環境省・再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 

G 独自に設定 

 

温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢ケース） 

 

439.4 

327.4 306.6 

233.0 

0

100

200

300

400

500

2013 19 30 50 年度

産業部門 業務その他部門
家庭部門 運輸部門
廃棄物部門（千ｔ-CO2）

-25.5％ -30.2％ -47.0％
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削減見込量の推計結果 

部門 項目 

削減見込量(千 t-CO2) 

根拠 2030（令和

12）年度 

2050（令和

32）年度 

産業  高性能ボイラーの導入 1.90  5.03  G 

 ESCO 事業による省エネ技術の導入 0.15  0.31  G 

 その他の省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入促進 1.51  1.51  A 

 業種間連携省エネルギーの取組推進 0.02  0.02  A 

 燃料転換の推進 0.06  0.06  A 

 FEMS を利用した徹底的なエネルギー管理の実施 0.04  0.04  A 

業務 

その他 

 高効率給湯器の導入 3.40  12.63  G 

 業務用燃料電池コージェネレーションシステムの導入 0.20  1.06  G 

 ESCO 事業による省エネ技術の導入 1.20  5.50  G 

 市の事務事業における省エネルギー行動の実践 4.20  14.03  B 

 計画・制御システムの導入 1.90  7.21  G 

 建築物の省エネルギー化 1.33  1.33  A 

 高効率な省エネルギー機器の普及 1.87  1.87  A 

 トップランナー制度等による機器の省エネルギー性能向上 3.10  3.10  A 

 廃棄物処理における取組 0.02  0.02  A 

 脱炭素型ライフスタイルへの転換 0.03  0.03  A 

家庭  高効率給湯器の導入 1.90  10.55  G 

 家庭用コージェネレーションの導入 0.40  1.49  G 

 計画・制御システムの導入 0.80  3.29  G 

 高効率照明の導入 0.10  0.66  G 

 省エネルギー行動の実践 0.80  2.68  G 

 エコ診断の実施 0.10  0.82  G 

 緑のカーテンの設置 0.44  3.48  G 

 住宅の省エネルギー化 5.05  5.05  A 

 高効率な省エネルギー機器の普及 0.07 0.07 A 

 トップランナー制度等による機器の省エネルギー性能向上 2.85  2.85  A 

 脱炭素型ライフスタイルへの転換 1.46  1.46  A 

運輸  クリーンエネルギー自動車の導入 7.00  39.40  C、G 

 エコドライブの実践 1.20  5.30  G 

 公共交通機関の利用促進 0.65  1.93  A、G 

 テレワークの実践 0.10  0.50  G 

 道路交通流対策（道路交通流対策等の推進） 1.37  1.37  A 

 自動車運送事業等のグリーン化 0.79  0.79  A 

 鉄道・船舶分野の脱炭素化 0.78  0.78  A 

 トラック輸送の効率化、共同輸配送の推進 1.27  1.27  A 

廃棄物

処理 

 廃プラスチックなどの削減 2.40  8.20  D、G 

 食品ロスの削減 0.22  0.44  D、G 

排出削減量の合計 50.68  146.02  - 

森林 

吸収等 

 森林による CO2吸収 12.71  12.71  E 

 農地土壌による CO2吸収 0.12  0.12  A 

 都市緑化による CO2吸収 0.29  0.29  G 

再生可

能エネ

ルギー 

 太陽光発電施設の導入 5.39  54.94  F、G 

 風力発電施設の導入 0.00  0.78  F、G 

 水力発電施設の導入 0.00  0.16  F、G 

 地熱発電（低温バイナリー）施設の導入 0.00  12.61  F、G 

 バイオマス発電施設の導入 0.00  1.26  F、G 

 太陽熱利用施設の導入 0.03  0.08  F、G 

 地中熱利用施設の導入 0.00  4.00  F、G 

排出削減量+森林吸収等+再生可能エネルギー 69.22  233.03  - 
注）端数処理の関係上、各項目の和が合計値と合わない場合がある。 
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国の「地球温暖化対策計画」や削減見込量の推計結果を踏まえ、本市における2013（平成25）年度を基準

とした2030（令和12）年度の中期目標、2050（令和32）年度の長期目標は以下のとおりとします。 

 

削減目標 

目標年度 削減目標 

中期目標 

2030（令和 12）年度 
2013（平成 25）年度比で 46％削減 

長期目標 

2050（令和 32）年度 
温室効果ガス排出実質ゼロ（カーボンニュートラルの実現） 

 

部門別排出量の目標（単位は千t-CO2） 

年度 

 

部門 

2013  

（平成25） 

年度 

2019  

（令和元）

年度 

2030 

（令和 12） 

年度 

2050 

（令和 32） 

年度 

基準年度 現状年度 現状趨勢 中期目標 現状趨勢 長期目標 

エネルギー起源 CO2…（A） 

産業 19.2 12.8 12.1 8.4 9.0 2.0 

業務その他 147.4 96.4 88.3 71.1 65.5 18.7 

家庭 135.8 94.4 92.0 78.0 73.1 40.8 

運輸 126.3 110.5 102.1 88.9 76.5 25.1 

エネルギー起源 CO2以外…（B） 

廃棄物処理 10.7 13.2 12.1 9.5 9.0 0.3 

温室効果ガス…（A）＋（B） 

排出量合計（A）+（B）…① 439.4 327.4 306.6 256.0 233.0 87.0 

森林吸収等…②  -13.1  -13.1 

再生可能エネルギー…③ -5.4 -73.9 

実質排出量（①+②+③） 237.4 

【-46.0％】 

0.0 

【-100.0％】 
注1）端数処理の関係上、各温室効果ガス排出量の和が合計値と合わない場合がある。 

注2）中期目標・長期目標は、削減割合が整数となるように設定した。 

注3）現状趨勢ケース排出量から削減見込量を差し引く際には、削減見込量を超えない範囲で中期目標・長期目標の排出量を設定した。 
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256.0 
233.0 

87.0 
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600

(千t-CO2) 産業 業務その他 家庭 運輸 廃棄物処理 森林吸収 再生可能エネルギー

2013（平成25)

年度

2019（令和元)

年度

2030（令和12）

年度

2050（令和32）

年度

現状趨勢 中期目標 現状趨勢 長期目標基準年度 現状年度

森林吸収等-13.1

再エネ-5.4 森林吸収等-13.1

再エネ-73.9

237.4

-25.5％ -30.2％ -47.0％-46％ カーボン

ニュートラル
（排出実質ゼロ）

実
質
排
出
量

0.0

実
質
排
出
量

-100％

森林吸収等と再生可能エネルギーによる相殺分

 
 

温室効果ガス排出量の中期目標・長期目標 

第５節 削減目標 
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 「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、温室効果ガスの排出の抑制等を行うための施策に関する事

項が 4 項目（第 20 条第 3 項 1～4 号）示されています。本実行計画では、この 4 項目に「横断的な取り組み」

を加えた 5 つの項目ごとに地球温暖化対策に関する施策を掲載します。 

なお、本実行計画に掲載する施策と関連する環境分野（第 4 章）取り組みの実施時期の目安は以下のとお

りです。 

本実行計画に掲載する施策と関連する環境分野（第 4 章） 

項目 

関連する環境分野（第 4 章） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

大
気
環
境 

水
環
境 

そ
の
他
生
活
環
境 

自
然
環
境 

身
近
な
自
然 

歴
史
的
・
文
化
的
環
境 

廃
棄
物 

地
球
環
境 

環
境
学
習 

環
境
保
全
活
動
・
環
境
配
慮 

◇横断的な取り組み        ★ ★ ★ 

◇再生可能エネルギーの利用促進 

【法律第 20 条の 3 第 3 項 1 号】 
       ★   

◇区域の事業者・住民の活動促進 

【法律第 20 条の 3 第 3 項 2 号】 
★       ★   

◇地域環境の整備及び改善 

【法律第 20 条の 3 第 3 項 3 号】 
   ★ ★   ★   

◇循環型社会の形成 

【法律第 20 条の 3 第 3 項 4 号】 
      ★    

 

取り組みの実施時期の目安 

① ② ③ 

2022（令和 4）年度 

実施中 

2030年（令和 12）年度 

までに実施 

2050年（令和 32）年度 

までに実施 

 

第６節 地球温暖化対策の取り組み 
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(1)横断的な取り組み 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

総合的な地球温暖

化対策の推進 

◇ 2050 年温室効果ガス排出実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」

の宣言をします。 

― ● ● 

◇ 温室効果ガスの削減に向けた情報提供と啓発に努めます。 ● ● ● 

環境教育・環境保

全活動・環境保全

活動の推進 

◇ 地球温暖化に関する環境教育の実施、環境情報の提供、環境保全活

動の推進・支援をします。 

● ● ● 

◇ 各施策に SDGsの目指す 17のゴールを関連付けた「伊東市総合計画」

に基づき、環境・経済・社会の側面から地球温暖化対策を総合的に

推進します。 

● ● ― 

環境ビジネスの支

援 

◇ 地球温暖化に関する環境ビジネスを支援します。 ― ● ● 

気候変動の適応策 ◇ 気候変動に対する適応策を推進します。 ● ● ● 

 

(2)再生可能エネルギーの利用促進 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

再生可能エネル

ギーの普及 

◇ 太陽光発電等の再生可能エネルギーの普及啓発、調査・研究等に努

めます。 

● ● ● 

◇ 産業・業務その他部門の施設への再生可能エネルギー（営農型太陽

光発電など）の導入に努めます。 

● 

― 

● ● 

◇ 営農型太陽光発電の導入に努めます。 ― ● ● 

◇ 公共施設の整備等に当たっては、再生可能エネルギー発電などの優

先的な導入に努めます。 

― ● ● 

 

(3)区域の事業者・住民の活動促進 
①産業部門・業務その他部門・家庭部門 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

公共施設の省エ

ネ化 

◇ 公共施設の保有建築物の ZEB 化の推進、省エネルギー型の設備・機

器の優先的な導入に努めます。 

● ● ● 

建築物の省エネ

化 

◇ 建築物省エネ法に基づく届出・表示・性能向上計画認定の円滑な運

用、省エネ住宅に係る普及啓発に努めます。 

● ● ● 

◇ 地場産材を用いた高断熱、再生可能エネルギー導入住宅の普及啓発

に努めます。 

― ― ● 

高効率設備・機器

の普及 

◇ HEMS、計測器・表示器など、高効率設備・機器及びエネルギー利用

効率のコージェネレーションの普及に努めます。 

● ● ● 

◇ 公営住宅における省エネ設備・機器の率先導入を進めます。 ― ● ● 

農林水産業の省

エネ対策 

◇ 施設園芸における省エネ設備導入や、農機の省エネ使用、省エネ漁

船への転換に関する普及啓発に努めます。 

― ● ● 
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①産業部門・業務その他部門・家庭部門（つづき） 
 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

省エネ行動の推

進 

◇ 省エネルギー型の事業活動の工夫について、意識の啓発に努めます。 ● ● ● 

◇ 地球温暖化防止対策のための国民運動「COOL CHOICE」の推進など、

省エネ行動の重要性に関する意識改革を進めます。 

● ● ― 

温暖化対策関連

ビジネスの支援 

◇ 省エネルギー関連技術、温暖化対策関連技術等を開発する IT 企業の

サテライトオフィスを誘致・支援します。 

● ● ● 

農地の温室効果

ガス対策 

◇ 環境保全型農業の推進により、農薬の使用量を削減します。 ● ● ● 

◇ 地産地消を推進します。 ● ● ● 

フロン類への対

応 

◇ ノンフロン製品についての情報提供、フロン類使用製品の適正な処

理を推進します。 

● ● ● 

 

②運輸部門 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

エコドライブの推

進 

◇ エコドライブの普及啓発に努めます。 ● ● ― 

次世代自動車の普

及促進 

◇ 次世代自動車の普及に努めます。 ― ● ● 

◇ 公用車の次世代自動車への順次転換を行うとともに、公共施設等の

次世代自動車インフラの整備拡大を図ります。 

― ● ● 

自動車の使用自粛 ◇ 自動車の使用を自粛し、自転車や徒歩による移動及びエネルギー利

用効率の高い鉄道・バス等の公共輸送機関の積極的な活用を啓発し

ます。 

● ● ● 

 

(4)地域環境の整備及び改善 
①土地利用、交通、街区・地区 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

モビリティ・マネ

ジメント等の自動

車交通需要の調整 

◇ 地域住民や職場、学校などを対象とし、公共交通に関するモビリ

ティ・マネジメントを実施します。 

● ● ● 

公共交通機関の利

用促進 

◇ 公共交通機関の利用を促進します。 ● ● ● 

◇ 市自主運行バス（生活路線バス）など収支上課題のある路線の維持

に向けた行政補助を実施します。 

● ● ● 

◇ 路線バスの運行ルートや運行本数の見直しを検討するほか、必要に

応じ路線や乗継拠点などの検討を行います。 

● ● ● 

◇ 伊豆市と連携し、広域路線バスの維持、収支改善に向けた検討を実

施します。 

● ● ● 

◇ 鉄道と路線バスの接続の向上を図ります。 ● ● ● 
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①土地利用、交通、街区・地区（つづき） 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

公共施設・集客施

設の立地の適正化 

◇ 公共施設や集客施設については、徒歩、自転車、公共交通機関が便

利な地区への新規立地や郊外から移転を誘導するなどの措置を講

じます。 

― ● ● 

脱炭素型地区・街

区の形成 

◇ 「立地適正化計画」に基づき、脱炭素型地区・街区の形成を推進し

ます。 

● ● ● 

 

②緑地の保全・緑化の推進、熱環境の改善 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

森林の保全・適正

管理 

◇ 二酸化炭素吸収源としての森林の保全を図るため、間伐や植栽を推

進します。 

― ● ● 

◇ 森林環境譲与税を活用し、森林整備の促進、森林保全活動の支援、

森の力再生事業の促進を図ります。 

― ● ● 

◇ 森林ボランティアとの協働により森づくりを推進します。 ― ● ● 

森林資源の利用促

進 

◇ 森林資源の利用を促進します。 ― ― ● 

◇ 公共建築物・民間建築物における木造・木質化、地場木材の利用促

進に向けた認証制度の取得を推進します。 

― ― ● 

緑地の保全 ◇ 都市内にある里山などの大規模な緑地の保全に努めます。 ― ― ● 

公園の整備 ◇ 来園者が利用しやすい都市公園となるよう公園の再整備を推進し

ます。 

● ● ● 

緑化の推進 ◇ 活用できる空き地等を利用し、緑化を推進するとともに、緑化のた

めの市民運動等を支援し、うるおいあるまちづくりを推進します。 

― ● ● 

 

(5)循環型社会の構築 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

3R（ごみの減量・

再利用・再資源化）

の推進 

◇ 新たな分別品目の追加や分別方法の周知徹底など、啓発、教育、指

導活動等を実施し、ごみの排出抑制及び再資源化を推進します。 

● ● ● 

◇ コンポスト、電動式生ごみ処理機の設置費補助や食品ロス削減の啓

発により、家庭ごみの減量を推進します。 

● ● ● 

◇ 多量の一般廃棄物を排出する事業者に対しては、ごみの発生・排出

抑制の指導を行うとともに、排出量に応じた料金の徴収を実施しま

す。 

● ● ● 

◇ 剪定枝のチップ化などを検討し、ごみの減量化・再資源化に努めま

す。 

● ● ● 

◇ 宿泊施設や飲食店等と協力し、食べ残し等の食品ロスを削減しま

す。 

● ● ● 
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(5)循環型社会の構築（つづき） 

項目 施策内容 
実施時期※ 

① ② ③ 

 ◇ プラスチック容器包装及び使用製品の回収・再資源化による海洋プ

ラスチックごみの削減を図ります。 

● ● ● 

◇ 古紙の分別の徹底、古着の回収・再資源化を推進します。 ● ● ● 

◇ 小型家電の回収・再資源化を推進します。 ● ● ● 

◇ 低公害型のごみ収集車の導入など、適切な収集運搬を行います。 ● ● ● 

 

 

 

 

 

※①2022（令和 4）年度実施中 ②2030 年（令和 12）年度までに実施 ③2050 年（令和 32）年度までに実施 

 

ゼロカーボンアクション 30 

 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けては、一

人ひとりのライフスタイルを脱炭素型へと転換してい

くことが重要です。環境省では、「できることから始め

よう、暮らしを脱炭素化するアクション『ゼロカーボ

ンアクション 30』」を発信し、家庭部門の二酸化炭素

排出量の削減目標の達成を目指しています。 

環境省 URL https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/zc-action30/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料：環境省】 
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